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 序  章 
 第 1章 中小企業本質論再考―地域中小企業論と欧米の研究動向を手がかりに― 
 第 2章 中小企業の戦略論研究に関する理論的整理 
 第 3章 中小企業ネットワーク、アライアンスの研究展望 
―先行研究のレビューを中心に― 
 第 4章 中小企業・アントレプレナーシップ研究における質的研究 
     ―解釈主義アプローチを中心に― 
 第 5章 中小企業ネットワークの史的展開 
 第 6章 制度を「こえる」企業家のライフヒストリー 
     ―ゼネラルプロダクション株式会社・石崎氏の事例から― 
 第 7章 中小企業ネットワークの比較研究 
 第 8章 中小企業経営者と研究者の実践 
―東大阪橋梁維持管理研究会の仕事づくりのネットワーキング― 


























































networks of SMEs）、集積におけるネットワーク、国際合弁（international joint venture）
等と多様な形態について研究がなされている一方、戦略的視点からの研究蓄積の相対的な
少なさ（Street and Cameron, 2007）やネットワークの内容（content）、ガバナンス
（governance）、構造（structure）について、それらの発展プロセスやダイナミクスに関
する研究の必要性が指摘されていることを確認している（Hoang and Antoncic, 2003; 













































































 第 8 章では、第 7 章で明らかになったゼネプロの実践的な課題について、集積における
新しい関係づくりの視点を念頭に置き、ゼネプロ・石崎氏とかかわる中小企業経営者と研
究者の実践による仕事づくり（東大阪橋梁維持管理研究会）の事例研究を行っている。本
章ではこの取組の概要と成果をみた上で、大西正曹氏（関西大学）のネットワーキングは
中小企業経営者と研究者による仕事づくりを実践し、ゼネプロを支援しうる試みとして評
価している。その上で、中小企業が広域的なネットワークを構築する上で、実践的なイン
プリケーションを導出している。すなわち、企業家自身のネットワーク構築能力のみなら
ず、そういった実践的な仕事づくりに関与しうる関係に包摂されることによって、中小企
業のアライアンス・ケイパビリティの「発展（development）」が可能となるのではないか、
という仮説生成を行っている。最後に、実践的インプリケーションとして、ゼネプロと同
様の仕組みが他地域で応用される、あるいは新たな方法で構築される場合においても、広
域的なネットワークと企業単独での量産体制の構築には、仕事づくりを含む新たなネット
ワーキングの必要性を指摘している。 
 
 終章ではこれまでの各章の内容を要約・紹介するとともに、本論文のインプリケーショ
ンとして次の 2 点を挙げている。①中小企業のアライアンス・ケイパビリティについて、
ゼネプロと石崎氏の事例をもとにその発展プロセスを明らかにしたこと。②中小企業のネ
ットワーク、アライアンスをキーワードとしながら、中小企業の「個」を捉える視点から
アプローチ、方法論までを体系的に提示したこと。その上で、本論文での限界と課題とし
て、多くの戦略研究について紹介したものの、事例研究ではそのうちの一部しか活用でき
ていないことを挙げている。また、方法論のいっそうの体系化が求められることや、さら
に、本論文では中小企業の有する多様な側面に対して、既存研究をベースに論考してきた
が、近年では特定の視点に拘束されない多様な認識論・存在論の重要性も指摘されており、
新たな分析アプローチについても視野に入れて研究を行い、体系化していく必要があると
している。 
 
5 論文の評価 
本論文の特徴は冒頭に示したように、①中小企業論において伝統的な中小企業本質論を
再検討したこと、②経営学の視点から方法論についての体系的なレビューを行うとともに、
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“ライフヒストリー”といった社会学の方法を採用して新しい質的研究を提示したこと、
③アライアンス・ケイパビリティの発展について、上記②と関連するがゼネプロを取り上
げ、時間軸を導入して丹念に事例研究を行ったことがある。このなかの①や②を明らかと
するため、内外の先行研究について古典的な文献から最近のジャーナルまで膨大な文献を
丹念に渉猟し、また、本論文との関係の中できちんと位置づけが行われ整理がなされてい
る。この点はまず、研究者の持つべきして素養として素直に評価される。 
 次に、本論文は中小企業を「層」や「群」としてではなく、「個」として捉える観点から
分析を行っている。このため、主に戦略論の視点から多面的な文献研究を行っており、そ
こから中小企業の戦略論研究について事例（論文作成者は「特殊解」と表現している）に
基づいた戦略研究の必要性や特殊解を捉える方法論の必要性について言及している。その
上で、特殊解を捉える方法論の一つとして、論文作成者が社会学の分野にも造詣が深かっ
たことから、中小企業研究に経営学と社会学の両視点の導入を図っている。すなわち、経
営学の視点で中小企業研究をする際にはビジネスモデル分析など、ある一時点を中心に競
争戦略的な分析が行われ、競争戦略を含む経営戦略全体の優劣が議論されてきたが、社会
学の分野で用いられる“ライフヒストリー”を分析フレームに導入したことで、ある特定
の時点での経営戦略がいかに構築されてきたかが明らかとなった。これには対象企業や経
営者、それと関係する企業や経営者を複数回にわたって丹念にヒアリングすることが求め
られる。これは、近年の欧米での経営学研究が大量データを用いた計量分析が主流となっ
てきている中で、ある意味日本的な中小企業研究の研究手法ともいえるが、中小企業を大
企業とは異なり異質多元な存在として捉えている以上、個々の企業に対する質的な研究は
不可避である。その意味でも中小企業経営者のライフヒストリーから中小企業経営を分析
するという手法は、中小企業研究に対して新たな貢献をしたと評価できる。 
 このことが、中小企業研究においてさらに２つの貢献をもたらした。すなわち、①日本
中小企業の広域的なネットワーク構築について、その企業家の能力の発展プロセスや支援
となりうるネットワークのあり方について明らかにしたこと、②質的研究によって導出さ
れたインプリケーションは、よりローカルに密着した知識産出、すなわち、東大阪地域の
中小企業に対する具体的なインプリケーションを導出したことである。 
 
 このように、本論文について大きな意義が認められるものの、研究成果に対していくつ
かの課題も指摘される。 
 第一に、戦略論やネットワークに関して膨大な先行研究を渉猟しているが、ややもする
とそこでの議論の紹介に振り回され、後半の事例による実証研究に全てが活かしきれてい
ないこと、本論文の特徴であり学会への貢献でもある経営学と社会学の両視点から分析す
るという点が十分に強調されていないことがある。中小企業研究でこれまであまりされて
いなかったことに対するチャレンジングな試みであるだけに、それの意義や分析フレーム
を明確に強調した方が良かったと思われる。 
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また、領域の異なる学問分野の先行研究をしていることもあり、本文中での用語の使い
方が十分に整理されていない点も指摘できる。たとえば、本論文はタイトルにもあるよう
に、「アライアンス・ケイパビリティ」が重要なキーワードとなっているが、本文中には「ネ
ットワーク・ケイパビリティ」や「アライアンス・マネジメント・ケイパビリティ」とい
った用語も使われており、使い分けがされていない。言葉の定義を明確にしてから論考を
進める必要がある。 
 第二に、論文作成者が「特殊解」とする事例研究の理論化に対する課題である。これは
従来からもしばしば指摘されていることだが、少数の事例（極端には今回のように 1 社の
事例）によってどの程度一般化できるのかという問題である。本論文では 1 社の事例にラ
イフヒストリーの視点を持ち込むことで現況のアライアンス・ケイパビリティを明らかに
しようとしている。この点がまさに従来の中小企業研究にみられなかった新しい手法を導
入し、これまで経営学的には弱かった点が補強された点として高く評価されるが、一方で、
上述の課題は残されたままである。今後、事例の数を増やすことや比較研究を実施するこ
とが今後の課題として指摘できる。 
 第三に、第 8章の章としての位置づけに関する課題である。全体の流れからすると補論、
あるいは終章の中に収めたほうが本論文全体として構成がすっきりすると思われる。すな
わち、第 8 章はある大学研究者の持つ豊富なネットワークを実践に活かすような取組が紹
介されているが、結果としてその取組が成功しておらず、またその取組内容もたとえばネ
ットワークキングを仕事とするブローカーであっても良いと考えられることから、大学研
究者が実施すべき必然性はないと思われる。記述も単にこれまでの取組の現状を解説した
ものとなっており、それまでの章と比べ平板なものとなっている。 
 
 以上、本論文に対しいくつかの課題が指摘されるものの、このことで論文全体の価値が
損なわれるものではない。現在、論文作成者は大学院博士後期課程に在学中だが、4月から
は大学教員として就職も内定している。今回の論文作成に当たり中小企業研究者として新
しい視点を導入したことや、導入に際しては丹念なフィールドワークを行っているほか、
文献研究にも問題はなく、中小企業研究者としての素養を充分に身につけているといえる。
今後、新天地において一層の研究発展を期待したい。 
 
6 判定 
本論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、本論文の提出者が博士（経営学）の
学位を授与されるのに十分な資格をもつものと判定する。 
